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1. 問題の所在 
自由時活動のフィールドとして 海や山などの 大自然に対する 需要が高まってきているが、 一方で 

その自然が著しく 疲弊し、 汚染や損壊が 止めどなく進行している 事態が憂慮されている。 尾瀬沼を 

はじめとする 自然景勝地には 多くのツーリストが 殺到し入自然の 商品化ともいえる 大規模リゾー 

ト 開発に伴う自然破壊 2) とも 柏侯 って、 野外レクリエーションによる 自然の過剰利用 く オーバー 

ュ 一ス ) や 利用者のマナーが 問題となっている " 。 

それでは、 公共財 ( 自然公物 ) りであ る自然の保全、 維持管理という 環境コストは 誰が負担す 

べきか。 国民からその 管理運営を信託された 国や地方自治体が 負担すべきだとする 主張もあ れば " 、 

野外レクリ エーシ，ン 参加者など特に 利益を受ける 特定個人の負担 ( 受益者負担の 原則 : Users 

Pay Principle) とする見解 " や 、 自然を破損・ 汚染させた原因者の 負担 ( 汚染者負担の 原則 : 

Polluters Pay Principle) い とすべきなど、 様々であ る。 

野外レクリエーションにおける 自然利用の料金徴収 制は ついては、 環境庁の「利用者協力金」 

(1988 年 ) や林野庁の「森林環境整備推進協力金」 (1996 年 牌ど 、 その導入が繰り 返し図られた 所謂 

「入山科」をめぐっての 論議や、 法定外目的税としてわが 国で最初に導入された 河口湖の「遊魚梯」 

(2001 年 7 月施行 ) の例などがあ る 8)0 こうした所謂「環境課徴金」 ',environmental charges" の導 

大ほついては、 受益者負担や 汚染者負担という 視点からだけでなく、 有料化による 利用者数の調整 

(visitor control) や環境意識の 啓発という政策的視点からのアプローチもあ り，。 ' 、 制度的にも 理 

論 的にも検討すべき 課題は少なくないように 思われる。 

たとえば、 民間の漁業協同組合によるスキューバダイバーからの 潜水 料 徴収は「不当利得に 当た 

る 」とする東京高裁の 判例出にも見られるよ う に、 自然公物は国民が 自由に使用できるものであ 

り、 「入山科」や「入園料」あ るいは「潜水村」や「遊漁 税 」などを徴収するには 法的根拠 (rules of 

law) が求められる。 また、 たとえ法的根拠にもとづく 行政当局の課徴であ っても、 国民 ( 利用者 ) の 

コンセンサスが 得られなければ 制度としての 実効性を欠くことになる。 

それでは、 われわれ野外レクリエーション 愛好者は、 こうした公共用物であ る自然利用の 有料化 

政策について、 どのように考えればよいのであ ろうか。 

註 

1. たとえば、 群馬県衛生環境研究所員の 矢島久美子主幹は、 第 6 回世界湖沼会議 ( 茨城県つくば 市 ) におい 

て、 沼を訪れるハイカ 一の増加による 尾瀬沼の水質悪化について 報告している ( 「尾瀬沼の水質悪化 一 観光客 
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増 に手鉾」朝日新聞、 1995 年 10 月 25 日 ) 。 こうした尾瀬沼の 観光地化を象徴する 事例には、 。 尾瀬を埋める 人 

や車の行列， ( 早朝の 5 時半頃 には尾瀬へのゲート 入口に既に 5 、 60 台の大型バスが 並んでいる 例 ) や 100 メ一 

トルにおよぶトイレの 順番待ちの例などが 挙げられる ( 朝日新間接 吉棚 、 1998 年 6 月 21 日 ) 。 また、 東京集大 

造園学科・自然環境保全学研究室では、 尾瀬のオーバー ュ一 ス 問題に関連して「適正収容力」を 算出する 墓 

礎 データを収集しているが、 ビーク時には 一日一万人が 訪れる状況にあ るという (2001 年 9 月 8 日付学生新 

聞、 第 1633 号 ) 。 

2. 雑誌「技術と 人間」特集 : 奪われる自然と 環境 (1980 年 2 月号 ) 、 ゴルフ場問題全国連絡会・ 編 「リゾート 

開発への キ簗 」星雲 社 (1990 年 ) 、 佐藤誠「リゾート 列島」岩波新古 (1990 年 ) 、 雑誌「世界」特集 : 誰のた 

めの何のためのリゾート (1990 年 6 月号 ) 、 大野隆男・佐々木 騰吉 ・中山研一「リゾート 開発を問う」新日本 

斬首 (1991 年 ) 、 朝永 彰 「エコロジカル・リゾート」羊腸書房 (1993 年 ) 、 鬼頭秀一「自然保証を 問い直す」 

ちくま斬首 (1996 年 ) 、 石川徹也「日本の 山を殺すな」宝島 社 新書 (1999 年 ) など。 

朝日新聞 (2000 年 7 月 2 日 ) は、 1987 年に施行された 所謂「リゾート 法 」による自然破壊や 財政破綻の深 

刻な状況について、 。 わたしたちの 15 年 一 瓦礫のリゾート ， ( 「つけ」に苦しむ 自治体 ) というタイトルで 報 

道 した。 同紙は、 国民の「公共財」であ る自然管理のあ り方を見失い、 自然を私物 規 した国家や地方自治体、 

政治家やゼネコン、 銀行などの 無實任 な体質を批判する 佐藤誠 ( 熊本大教授 ) の談話を掲我し、 リゾート 法 

の 問題点を指摘している。 

3. 1997 年 6 月 5 日の朝日新聞は 野外レクリエーションによる 環境破壊の問題点として、 「迷惑ですアウトドア」 

と題した批判記事を 掲載し、 「環境破壊する 非常識 RV 族 」 ) という読者の 声を紹介している (1995.8.24) 。 た 

しかにアウトドアプームを 背景に河川放を 走り回る 4 輪駆動車が増加し、 野鳥の棲家や 貴重な植物の 生育 地 

が 踏み荒らされ、 バーベキュ一の ゴ : などで河川環境が 破壊されている 現実があ る。 建設省も「河川法施行 

令」を改正し、 平成 g 年 m2 月 1 日からは河川区域へのモトクロス・バイクや 自動車の乗り 入れの規制をはじ 

めた。 規制の内容は 、 国や都道府県が 自然環境保護の 観点から禁止区域を 指定した場合、 そこに車などを 乗 

り入れると 3 ケ月 以下の悠 役 または 20 万円以下の罰金を 科すというものであ る (1997 年 12 月 1 日付、 赤旗 )0 ま 

た 、 埼玉県日高市は、 「憩いの場所に 本来規制はなじまないが、 一部の心ない 人たちを注意するにも 根拠がい 

る。 マナ一の向上を 期待したい」 ( 同市環境保全課 ) として、 1998 年 4 月から高位川の 流水区域に限って 車の 

乗り入れを禁止する「環境保全条例」を 制定している (1998 年 4 月 15 日付、 朝日新聞 ) 。 ァプ リ ヵ における 問 

題 行動には poaching, vandalism, rowdyism, littering, over-use などが挙げられている 一 (Doug 悔 M   

Kundson,outdoorRecreation,Macmillan  publishing,272p.569-575, 1980.) 。 

ところで、 藤原 信 編著「スキ一場はもういらない」 ( 緑風出版、 1994 年 ) などにも指摘されているが、 拝金 

主義的経済至上主義による 自然破壊の現状も 無視することはできない。 もちろん、 公営および第 3   セクター 

方式による野外レクリエーション 施設などのリゾート 開発も自然破壊をもたらしているが、 問題はそうした 

自然景観の破壊だけではない。 政官財が一体となって 推し進めている 開発政策が、 むしろ農山漁村空間の 第 

三次産業化をもたらし、 山村の生産基盤の 脆弱化と里山の 荒廃を招いている ( 松村和則「レジャー 開発と地 

域 再生への模索」鳥越 皓之 「講座環境社会学第 3 巻自然環境と 環境文化」所収、 有斐閣、 2001 年、 217 一 241 

頁 ) 。 

4. 真渕勝 によれば、 「公共財とは、 甘 用を払わなくとも、 払った人と同様に 、 同じ且の便益を 受け取ることの 

できる性質をもっ 財や サービス」であ るという ( 青木昌彦 著 「比較制度分析に 向けて」についての 書評より     

2001 年 8 月 26 日付朝日新聞 ) 。 また、 原 龍之介は、 公共財とは直接に 公共の福祉の 維持増進を目的として、 一 

般 公衆の共同使用に 供せられる 物 ( 公共用物 目 ffen ㎝ cheSacheninGemeingebrauch) であ り、 ( 野外レク 
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"Beitr ぎ lge" ( 独 ) と同義であ り、 同じ意味をもつ 用語といえる。 上に参照した 田中のように、 同一文中にお 

いて異なった 意味を持つ用語として 使い分けることは 概念上の混乱を 招くだけであ る。 なお、 回音 218 頁では 

「特別賦課金」の 一つに受益者負担金を 挙げながら、 275 頁では逆に受益者負担のカテゴリ 一に「特別課徴金」 

を例示するなど、 本稿が参照した 財政学の文献では「特別課徴金」「特別賦課金」「受益者負担金」の 術語上 

の 身分関係は暖 昧 であ るよ う に思われる。 「特別課徴金」という 用語は、 財政学の分野は 別にして行政学の 分 

野では用いられることの 少ない用語のように 思われる。 「新法律学辞典」 ( 竹内昭夫ほか 編 、 有斐閣、 平成元 

年 、 第 3 巻 ) 、 「法律用語辞典」 ( 法令用語研究会． 2000. 10 、 第 2 版 ) ゃ 「法令用語辞典」 ( き 国一郎ほか 編、 

平成 m3 年 ) などには収録されていない。 本稿では、 行政機関が べ ネフィット・アプローチ ( 受益者負担や 汚 

染 者負担 ) にもとづき、 自然を利用する 行為に対して 租税以覚に課す 目的税や使用料・ 利用料などの 総称 と 

して、 「環境課徴金」 :Envlronmental charges という用語を 使用する。 

ところで、 「課徴金」 '.Charges とは特別の受益に 対する対価であ り、 その使途は当該サービスのコストを 

賄 う 財源として使用される 一 Cearmarked  to  cover  the  cost  of  these  services  except  Emission  charges ‥ ， : 

Timothy  O.Riordan  ed.EcotaXahon,Earthscan  ublications, .46.p.225-226, 1997 一 ) 。 また、 OECD  の定義 

では、 "taxes" は政府・地方自治体の 一般財源として 強制的に徴収され、 行政サービスとの 直接的対応関係は 

必要とされない 財源であ るとされる 一 ("A compulsoryPaymentwhichdoesnotdirectlypurch 盤 eabeneM 

is…lassified‖s‖》ax",: Environmental》axes‖re｜ased｛n》he‘nvironmental…haracteristic｛f》he》axed 

item ， but@the@revenue@is@not@affected@to@specific@environmental@purpose@and@goes@to@the@general@budget   

ibid.p.47,p.225L 。 しかしながら「 税 」にも、 日本の租税体系には「大猟 税 」のように使途を 限定した目的税 

( 地方税 ) があ り、 英語圏でも earmarkedtaxes という用語があ るよ う に、 charges は使途を限定した 特別 財 

源 であ るが、 一般財源としての taxes にも使途を限定した「 税 」の ヵ テゴリーがあ る。 したがって「環境課徴 

金」という用語には、 環境保護のための 特別財源として 徴収される charges と、 特定の環境保護に 限定されず 

広く環境保護のために 自由に運用できる taxes の二つのタイプがあ るといえよう。 

10 ．たとえば「尾瀬の 自然を守るためには 早急に入山規制が 必要であ り、 自然環境の保全科 ( 入山科 ) として 

大人ひとり 2000 円、 子供 1000 刊 程度 ) を徴収する」 ( 「尾瀬を守る 懇話会」世話人代表・ 大石武一環境庁長官 ) 

という提言などが、 その一例であ る ( 加藤 蜂夫 「国立公園有料化問題に M する一考察」Ⅱエコノミ アコ 第 41 巻 

第 2 号、 1990 ． 9 、 27 頁より ) 。 

15.  。 潜水村徴収は「不当な 利得」 一 東京高裁、 返還命令 "  ( 朝日新聞、 1996 年 10 月 29 日 ) 

D. 受益者負担論の 法理について 
国 および地方自治体のおこなう 行政サービスに 対し、 「租税」以覚の 反対給付を求める 受益者 負 

担 論の歴史は古く、 ローマ法にもその 規定が見られるという 1)0 イギリスでは 1427 年に受益者負担 

制度の端緒がみられ、 アメリカ ( マサチューセッツ 州 ) では 1858 年に導入されたのがその 晴夫とさ 

れる。 日本では都市計画事業の 財源として制度の 導入が図られ、 法制的には大正 8 年制定の都市計 

画法および道路法において 定着したとされる。 特に昭和 40 年代以降の公共事業に 関連する法律には、 

その 殆んど にこの受益者負担の 規定が盛り込まれているという 2)0 

受益者負担とは、 行政法上は特定の 公の事業に必要な 経費に充てるため、 その事業により 特別の 

利益を受ける 者に負わせる 負担のことであ り、 金銭給付義務を 通例とする。 これを「受益者負担金」 

という 3) 。 古典的概念では 公共事業による「開発利益」の 吸収・還元という 性格をもっとされたが、 

受益者負担の 考え方は現在でも 租税以覚に課徴する 所謂「特別賦課金」 :Beitr ゑ ge( 独 ) 、 special 
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assessments( 笑 ) を正当化する 理論的根拠となっている。 この受益者負担の 考え方は、 今日ではよ 

り広義に解釈され、 使用料 ( 利用料 ) 、 公共料金、 手数料、 負担金、 分担金など租税以覚の 課役 

( 一部の目的税を 含む ) は、 すべて受益者負担金のカテゴリ 一に含めるのが 一般的となっている 4)0 

たとえば、 国または地方自治体の 社会福祉サービスなどの 受益者に経費の 全部または一部を 負担 さ 

せることなどはその 適用例の一 つ であ り、 条例にもとづいて 徴収される。 このような受益者負担の 

拡大解釈は 、 先に述べた開発利益の 社会的還元という 古典的概念からは 乖離し、 「負担の公平性」 

や 「自己責任性」という 衣を組った弱者切り 捨ての「強者の 論理」として 機能することがあ る。 特 

に医療や介護、 年金などの領域では、 野木の指摘する " 「受益者負担」の 恐怖 " ,) ともいうべき 間 

題 状況が生みだされている。 もちろん、 行政コストは 租税をもってまかなうのが 財政の基本であ る 

として公共サービスは 全額租税負担が 原則とする見解も 含め、 その負担区分は 論者によって 多様で 

あ り、 受益者負担とは 何かの概念も 異なる " 。 加えて今日では、 公共サービスの 概念についても 様々 

な 論議があ り㌔「公共性」をどのように 捉えるかによって 現実の政策決定も 異なってくる。 

ところで、 英語の tax はラテン語の taxare. 評価するに由来し、 ドイツ語の Steuer には " 強要さ 

れた贈与 金 " の 含意があ るという， ) 。 一般に租税とは、 国または地方自治体がその 課税権 : ぬ Xing 

power にもとづき、 一般経費の財源調達のために 法律が定める 課税要件に該当するすべての 者に対 

し 、 課税標準にしたがって 均等に賦課する 金銭給付のことであ り、 特定利益の給付に 対する反対給 

付としてではなく 社会の共通利益のために 徴収されるものであ る。 したがって特定利益であ る行政 

上の各種の使用料、 手数料、 特権 料などは租税と 区別され、 「受益者負担金」の 箱 田 に カテゴライ 

ズされる " 。 それでは野外レクリエーションにおける 自然利用は特定利益の 享受なのか、 それとも 

共通利益の享受なのか。 

改めて述べるまでもなく、 野外レクリエーションにおける 自然利用は、 法的には行政サービスの 

一 つ であ る自然公物 ( 公有地や公有水面 ) の使用という 性格をもっ。 鈴木武雄によれば ，。 ) 、 行政サー 

ビスの負担区分には 全額租税負担の「無償公共サービス」と、 全額受益者負担の「有償公共サービ 

ス 」およびコストの 一部を受益者が 負担する「部分的有償公共サービス」の 三つのタイプがあ ると 

される。 野外レクリエーションにおける 自然利用とは、 この負担区分のいずれに 位置づけられるべ 

き 行政サービスなのであ ろうか。 

前章で触れた「尾瀬の 自然保護と r 入山科上問題についての 申し入れ」 ，， ) には、 登山のような 自 

然公物の利用は「無償公共サービス」とするのが 原則であ るとする主張が 述べられている。 すなわ 

ち 、 自然は国民の 共有財産として 国および地方自治体に 信託されたものであ り、 受託者であ る行政 

体はその維持管理について 責任があ り、 経費は租税によって 賄うのが基本であ るという論理であ る。 

こうした「公共信託」によって 保護される受益者 ( 国民 ) の権 利とは、 どのような内容を 含む権 

利なのであ ろうか。 それはアメリカの 環境保護法における 入会権 、 入浜権 、 自然のレクリエーショ 

ン的 利用などの判例にも 明らかなように ") 、 自然に対して 自由にアクセスできる 慣習 権 :custom 

right としての所謂「万民自然享受 権 」 '.Allemansr 荏 tten," ともいうべき 権 利であ り、 「通常、 承認 

および黙認によって、 および長期的、 不変の習慣によって 取得した人びとの 慣習 (usage or 

practice) 」Ⅵを法源とする 権 利といえる。 人権 発達の歴史的文脈に 位置づければ、 " 人は 、 生まれ 

ながらにして 等しく自然の 恵沢を享有できる 自然権 的基本権 を有する " ⑤と読み直すことができる。 

つまり、 。 われわれの共有財産であ る山に登ったり 海に潜ったりして 遊ぶのに何故、 利用料を支払 

わなければならないのか " というコモンセンスの 根底を成す権 利であ る。 
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ところで「自然公園 法 」 (1957,6.1 施行、 1990 ． 6.5 改正 ) の 策 1 条には、 「この法律は、 すぐれた 

自然の風景地を 保護するとともに、 その利用の増進を 図り、 もって国民の 保健、 休養及び強化に 資 

することを目的とする」とあ る。 しかしながら 森林レクリ エー ショ ゾ 6) の活動フィールドに 関する 

基本法ともいえるこの「自然公園 法 」や「同法施行令」 (1957.9.30 、 1991.7.5 改正 ) 、 「同法施行 規 

則 」 (1957.10.11 、 1990.10 ． 2 改正 ) ならびに「森林法」 (1951.6.26 施行、 1991.4.26 改正 ) などには、 自 

然の利用料徴収についての 明文規定がない。 また、 「レクリエーションの 森の管理運営について」 

( 林野庁長官通達、 1973.9.26 、 1990 ． 5.16 改正 ) 、 「森林の保健機能の 増進に関する 特別措置法施行令」 

「同法施行規則」 (1990 ． 4.27) ならびに「森林空間総合利用整備事業の 実施について」「同通達の 運 

用について」 ( 林野庁長官通達、 1987.2.9 、 1989,4,27 改正 ) などの森林レクリ エーシ，ン 関連の法 

今 、 通達などにも、 事業活動についての 規定はあ るが、 レクリエーション 活動に関する 利用料金 徴 

収の規定はない。 したがって利用料を「徴収する」「徴収しない」は 行政主体の裁量事項として、 

法的にはなんら 問題とならない 事案であ るように思われる。 しかしながら 敢えて法令上の 根拠をめ 

ぐって受益者負担の 是非を問うというのであ れば、 地方自治法第 224 条の「地方公共団体は、 政令 

で 定めた場合を 除くほか、 数人又は地方団体の 一部に対して 利益のあ る事件に関し、 その必要な費 

用に充てるため、 当該事件により 特に利益を受ける 者から、 その利益の限度において、 分担金を 徴 

収 することができる」とする 規定にもとづき、 利用者には受益者負担を 適用することが 可 台目であ る 

との法解釈も 成り立っ ")0 

とはいえ、 日本の国立公園は 基本的に無料であ り、 利用者の最も 多い富士箱 根伊豆国立公園 ( 国 

公有地約 60% 、 私有地約 40% 、 年間利用者数は 約 9900 万人 ) においても、 土地の所有形態には 関係 

なく、 富士山や箱 根の山に登るのに 人山料は徴収されない。 もっとも歴史的に 見れば、 富士登山に 

入山科 が 徴収された時代もあ る。 たとえば永禄 4 年 (1561) の北条氏文書には「通行税」の 徴収に 

ついての記録があ り、 須走口に「道者 関 」を毎年のごとく 設けよとの下知が 記されているという 18, 。 

「道者 関 」とは富士道者から 通行税を取り 立てる関所であ り、 武田・北条時代には 武田側が黒駒、 

河口、 船津、 吉田を管轄 し 、 北条側は武州 秦沢 都水二本、 相模関本、 須走などに H 所を設け、 道者 

から一人四銭 ( 吉田 ) または三銭 ( 木 之本 ) を徴収し、 国の財源としていた。 また、 文政 6 年には 

「山役銭」 ( 通行料金 ) として百三十三文が 徴収されたという「先達許状」の 記録も残されている ，。 ' 。 

アメリカの国立公園では、 NationalRecreationAreas と NationalParkService.s"GoldenEagle 

Passpo 「 廿 以外の大部分が 無料であ るが、 その他は利用料を 徴収する「部分的有償公共サービス 政 

策」 : "apa 「 ti 田 Pay-as-you-goPolicy がスタンダードになりっ っ あ る ") 。 1970 年代の例では 20 の 

国立公園が「車両入園料」 :entrancefeeforcars を徴収しており、 「個人別入園料」 :aper-person 

fee を徴収するところは 少なく、 27 の国立公園は 無料であ ったという。 上に記した "Golden Eagle 

Passport  とは、 "The  Land  and  Water  Conservation  Fund  Act  of1965"  (P.L.88-578) の改正に 

よって導入された 制度であ り (1972 年改正、 P.L.92-347) 、 パスポート ( 年間 1(H ドル ) を購入すればす 

べての国立公園および 農業省管轄下の 国立レクリエーションエリアを 何処でも自由に 利用できると 

い う 制度であ る 21)o 

なお、 わが国の国立公園がはじめて 採用した利用者負担制度であ る公園内の駐車料金徴収にっ ぃ 

ては、 「国がこういうかたちでお 金を徴収することはおかしい、 といった反対意見も 強い。 しかし、 

このお金によって 誰かが潤うわけではない。 ビジターが国立公園をより 快適に気持ちよく 利用する 

ための費用として 使われるのだ。 目 くじら立てずに 協力すべきだ」②という 主張もあ る。 しかしな 
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がら国立公園の 予算が不十分な 状況にあ れば、 自然保護という 視点から国の 財政政策を批判するこ 

とは国民の当然の 権 利であ り、 自然保護のプライオリティを 予算編成にどのように 位置づけるかと 

いう論議を求めることは 国民の義務でもあ るといえる。 むしろこうした 論議を欠いたまま 国民に新 

たな負担を求める 受益者負担論に 対しては、 納税者として 異議申し立てをすることこそ 健全な民主 

主義的精神の 発露であ り、 無駄な公共事業や 不明朗な財政支出がまずもって 糾 されるべきであ る。 

まして国の林業政策によって 生みだされた 林野庁の財政赤字就の 財源確保のためであ れば、 そう 

した受益者負担論にたいしては " 目 くじらを立てず 反対することこそ 求められるべきであ る。 

改めて述べるまでもなく、 自然享有権 とは「自然を 楽しむのはタ グだ 」㈲とする権 利ではない。 

それは「人が 生まれながらに 身に受けて持っている、 自然の一員として 自然の生態系のバランスを 

維持する権 利」⑤であ り、 現在および将来の 世代に良好な 自然環境を維持し 継承する権 利としての 

く 行動の論理 ) でもあ る。 いずれにしても、 所謂「入園料」 ( 入山科 ) の徴収は自然環境保全の 財 

源 および自然の 過剰利用を改善するための「環境課徴金」という 枠組みを越えて 徴収することは 許 

されない。 自然のレクリエーション 的利用と自然環境の 保全とが矛盾すれば、 良好な自然環境を 次 

世代に継承するために、 そのレクリエーション 的利用は当然に 抑制されなければならない。 キャン 

プ 禁止や入山禁止の 措置がとられるだけではなく、 envlronmen も !alcharges というインセンティ プ 

によるビジターコントロールも 必要になるといえる 0 2001 年 9 月 13 日付朝日新聞の 投書欄には、 

「入山科払って 山を守りたい」という 読者の声が届けられている。 

「この夏、 念願だった岩手県の 早池峰山に登った。 民宿で形態トイレが 売られているのに 驚いた。 

山歩きを始めたばかりの 私には、 山に対して襟を 正すきっかけになった。 高山植物の宝庫であ るこ 

の山 。 かれんな花の 咲く登山道で、 ところどころに 排泄後のティッ シュ を目にして心が 痛んだ。 ま 

た新聞で、 山頂トイレをボランティアで 担ぎ下ろしている 方々の記事を 読んだ。 一つの思いが 強い 

ものになった。 山は「だれの 土地でもない」と 無意識に思い 込んで出かけて 行く。 人類発生の双か 

ら動物が住み、 植物が育っている。 その生態系に、 人間が無作法に 足を踏み入れ 権 利が野放図に 許 

されることは、 どこかおかしい。 現に、 そのしりぬぐいはボランティアの 人たちの誠意に 甘んじて 

いる。 私は、 登山者のルールを 守った上で、 さらに入山科という 形でお金を払 う ことを提案したい。 

もちろん、 山を守るために 使われる。 自然は、 もうこうしたシステムの 上でないと守りきれない 瀬 

戸際 まで来ているのかもしれない。 」 ( 地方公務員 北条雅子、 神奈川県相模原市 ) 

ところで、 「森林とみどりに 関する世論調査」 ( 平成 5 年総理府「全国世論調査の 現況」 : 調査 14 一 

問 4) によれば、 森林保護の経費を ト 一部負担すべきであ る コ とする意見は 54% であ り、 Ⅰ負担必 

要なし コ (17.2%) 、 『一概にいえない J (23%) 、 『わからないⅠ (5%) であ ったという。 アメリ ヵ の 

例 では、 4 ドルから 5 ドル程度なら 支払っても良いという 調査結果が報告されている (Clawsonand 

Knetsch) 棉 。 

自然公物のレクリ エーシ，ン的 利用者が自然の 自浄作用の機能する 許容範囲内に 留まっていれば、 

このようなレクリエーション 的自然利用の 有料化や利用規制 ( 人山禁止など ) の問題が政策課題と 

なることもない。 それでは、 こうした自然のレクリエーション 的利用における 受益者負担について、 

今日の大学生はどのような 意見を持っているのであ ろうか。 

  

 
 

：
 
;
 

㍗
 

、
 

，
ル
 

・
Ⅰ
 

，
み
 

：
 

宙
 
：
 

 
 

１
１
 1
@
 ｜
 @@
 
 

Ⅰ
 @
 
 
Ⅰ
 l
@
1
 
1
1
 
 １
 

Ⅰ
 

@
@
K
 

イ
ハ
 
@
 
t
 
ナ
 
@
@
 １
・
Ⅰ
 ｜
 ・
・
・
 圭
 ・
 よ
 ・
 Ⅰ
Ⅰ
 

｜
 

か
 
t
 か
り
・
・
 桟
ド
牡
亡
 レ
 

・
 
  



野外レクリエーションにおける 受益者負担論について Ⅰ 21 

益 

1 田中啓一「受益者負担論」東洋経済新聞社、 昭和 54 年、 57 一 58 頁。 イギリスでは 1427 年にその端緒が 見ら 

ね 、 アメリカでは 1858 年に M 億 sachusettsBayColony で実施されたのが 最初とされる。 

2. 同上書。 57-59 頁 

3. 同上書。 51-57 頁、 および法令用語研究会編「法律用語辞典」 ( 有 斐閣、 2000 ． 10) などを参照。 

4. 同上書 ( 田中啓一 ) 、 54 頁。 もちろん、 「受益者負担金」を 税の一種と考える 有力な見解もあ る ( 同音 76 一 77 

頁 ) 。 

5. 野木裕子「受益者負担」の 恐怖、 ( 雑誌「世界」第 649 号所収、 1997 年 9 月、 50 一 59 頁 ) 

6. 中嶋 正 、 受益者負担原則に 関する一考察、 「オイコ ソ 、 力 」第 9 巻第 3.4 号合併 号 所収、 17 一 27 頁。 とはい 

え、 " 狭義の受益者負担を「利益者負担」とよび、 広義の受益者負担を「利用者負担」とよぶことにしよう " 

(19 頁 胆 どという論述は 精度を欠く。 

7. 地方自治総合研究所監修、 今村 都 南雄編「公共サービスと 民間委託」敏文 章 、 1997 年第 2 刷 。 

8. 古田清司「リーディンバ・やさしい 財政学」中央経済社、 平成 2 年 95 頁。 

9. 田中二郎「租税法」 ( 法律学全集 11) 、 岩波書店、 昭和 56 年 1 一 2 頁。 

10 ．鈴木武雄「国庫負担と 受益者負担」、 「武蔵 大学論集」所収、 第 16 巻、 第 33 号、 1-33 頁。 

11. 前節 ( 註 9) 参照のこと。 

12. 畠山武道「アメリカの 環境保護法」北海道大学図書判金、 1992 年。 

13, 阿部 泰隆 「万民自然享受 権 」、 r 法学セミナー ] 所収、 10/1979 年 112 一 117 頁。 

14. 前掲 書 ( 畠山 ) 、 164 頁。 

15. 1986 年 10 月 18 日に採択された 日本弁護士連合会「自然保護のための 権 利の確立に関する 宣言」の中で、 「わ 

れわれは、 自然を公共財として 後の世代に継承する 義務があ り、 一部の者がこれを 独占的に利用し、 あ るい 

は 破壊することは 許されるべきではないと 考える。 人は 、 生まれながらにして 等しく自然の 恵沢を享有する 

権 利を有するのであ り、 これは自然の 法理に由来する。 ( 後略 ) 」として " 自然享有権 " を規定している ( 山 

村 恒年「自然保護の 法と戦略」 有 斐閣、 1994 年第 2 版、 396 一 410 頁より 転 引用 ) 。 

16. 用語の定義は、 科学技術庁資源調査会勧告第 19 号「自然休養地としての 森林の保全開発に 関する勧告」 (19 

66. 8.23) および RobertW.Douglass,ForestRecreation,Pergamonp 「 ess,1975 などを参照。 

17. 北野腔人「現代税法講義」法律文化社、 1995 、 2 打板第 3 刷 、 15 頁。 

18. 鈴木昭 英編 「富士・御嶽と 中部霊山」 ( 山岳宗教史研究叢書 9) 、 名著出版、 昭和 52 年 60-61 頁。 

19. 同上書． 49-50 頁。 

20 ． Joseph  R.MacCall8  V 迂 ginia  N  .Maccall,outdoor  Recreation,Rruce.p.323,1977. および前掲 書 ( 註 16 、 

Douglass)  p.193. 

2l.  Clayne  R  .Jensen,outdoor  recreation  in  America,Burgess  Publishing  Company,P.g9,  1977   

22. 加藤則 芳 「日本の国立公園」平凡社新吉、 201 頁。 

23. 笠原義人「よみがえれ 国有林」リベルタ 出版、 1997 年第 2 刷 。 

24. 岡島成行「アメリカの 環境保証運動」岩波新書， 1990 年 77 頁。 

25. 山村恒年「自然保護の 法と戦略」 有 斐閣、 1994 年第 2 版第 1 刷 、 396-410 頁。 

26. 前掲 書 ( 註 22 、 Clayne) p.203. 



122 佐野 裕 

Ⅱ・ レクリエーション 的自然利用の 有料化に関する 大学生の意見 

レクリ エーシ，ン的 自然利用における 受益者負担の 是非について、 横浜国立大学の 二つのクラス 

で 受講生の意見を 聞いてみた。 以下に示す図は 両クラスの意見を 集約し、 単純集計した 結果であ る。 

図 1 に示すように 69% の学生が受益者負担の 考え方に賛成しており、 反対意見は約 30% という結果 

を 得た。 

賛成の理由には、 「できる限り 口一インパクトを 心掛けても人間の 活動は自然の 生態系になんら 

かの影響を及ぼすことは 避けられず、 加えて コ ミの処理をするなど 良好な自然環境を 維持するため 

には経費が必要となる。 そうした経費は、 自然を汚す補償費として 利用者が負担をするのが 当然で 

あ り」 (87.5%) 、 また「自然の 素晴らしさを 体験できるのであ るから、 その対価を支払うのは 経済 

学の常識であ る」 (17.7%) とする理由などがあ る。 ただし「これらの 料金は自然保護の 財源として 

のみ使用されるべきであ り」 (12.5%) 、 「料金徴収は " 自然は タダ ではない " というコスト 意識を 

栢養し、 国民の自然保護意識を 向上させることが 期待できる」 (14.6W) とするものであ る。 また、 

有料ということで 利用者の数も 少なくなるという 効果が期待できるなど (10.4%) 、 受益者負担制 

は 今日の自然汚染の 原因を多少なりとも デ ミニッシ ュ するのに有効であ るという意見が 大勢を占め 

六 ・ Ⅰ O 

反対意見は次のようであ る。 すなわち「市街地の 清掃は税金でカバーされており、 利用料として 

租税以覚に徴収されることはない。 公共物であ る山の清掃も 同じであ り、 行政当局が税金で 良好な 

自然環境を維持すべきであ る。 有料化は自然公物に 対する国および 地方自治体の 管理責任を暖 昧 に 

する」 (23.5%) だけでなく、 「人々を自然から 遠ざける事態を 招くことが危惧される」 (28.5%) とい 

ぅ ものであ る。 すな ね ち、 利用料徴収は 国民の「自然享受 権 」を損なうことになるから 反対であ る、 

という考え方に 集約できよう。 

0 20 40 60 80 Ⅰ 0O Ⅰ 20 

図 1. レクリエーション 的自然利用の 有料化に出する 大学生の立見分布 (N Ⅰ 139) 

自 抹の森 珪 らしさを 休 検する対角 

自然保 硅に 使途 を恨 まするなら 夫成 

白藤 を汚集 する 補 n 金 として 

低位であ ればⅠ 戊 ( 金 牡の合理的根拠が 必 ま ) 

自益 保庄 な俺の甘 珪 ( 自抹は タ グ ではない ) 

利用者 放の コントロールのために 

利用者接が 利用しない人もいるのに 黄担 するのは 税金 当祐 で賄う のは 笘告 できない     1.30% 
図 2. レクリエーション 的自然利用の 有料化に 穏 成する理由 ( 枝数日 笛 N 年 96) 
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ロ民の共有財産は 税金で 席 うのが原則 2  .80% 

人々を自然から 笘 ざける 

28.50% 
レクリエーション 活劫 にとって全ての 目 株が有料化となる 7. Ⅰ 0 

金を支払うことで 自分たちの共有財産であ るとしう 走棋が 群れる ， 50% 

利 m 者 としての使用 仮任 が群れ逆にマナーが 尽くなる 4.70% 

汚さない人からも 料金 を億牧 するのは 拍待 できない 4.70% 

畦な 保全は別の方法を 考えればよ い 2.3 

図 3. レウ リエー ション的自然利用の 有料化に反対する 理由 ( 枝数回答 N=42) 

受講生の具体的な 賛成意見および 反対意見の概要は 次のようであ る。 

憤 戒急 則 

今人山料を徴収することによって、 本当に山の価値がわかる 人だけが訪れるようになると 思、 う 。 他の娯楽施設 

に料金を支払って 楽しむのと同様に 、 山を楽しむのにもお 金を支払ってよいのではないかと 思、 う 。 ただし、 

負担にならない 程度の料金にすべきであ り、 その収益金を 自然保護のための 経費の一部に 充当すればよい。 

( 国際共生・立花佳奈子 ) 

金 「自然」という 人類の共有財産を 利用するのに 有料というのもおかしな 話であ るが、 山の目 然 が破壊されつ 

つあ る今日、 有料化も環境保全の 重要な手段の 一つに位置づけなければならなくなってきている。 

( 国際共生・浜川仁志 ) 

金 1000 円くらいまでなら 徴収してもよいと 思、 う 。 山が本来あ るべき姿を維持するためであ れば、 入山料を多少 

とっても弊害はないだろう。 ( 国際共生・古宮佳世子 ) 

金目然はみんなのものであ るから料金を 徴収するのは 不合理であ るというのは、 もっともな反対理由であ ると 

思、 ぅ 0 しかし、 多くの人が訪れると 山は確実に汚される。 自然保護の一つの 手段として「入山科」徴収に 賛 

成する。 ( 国際共生・高橋百合香 ) 

今 「入山科」の 徴収は単に金銭面の 問題だけではなく、 利用者の意識面ともかかわって 必要な措置と 考える。 

日本人は 、 " 水 と空気はタグという 諺にも象徴されるよ う に、 自然の恩恵に 対するコスト 意識が低いとい 

える。 「入山科」は 自然に対するコスト 意識を高めるのに 有効であ ると思われる。 ( 国際共生・北村泰子 ) 

金海や山は心ない 利用者によって 汚されていく。 現在の状況ではいくら 環境保全を訴えても 効果はないように 

思われる。 利用者の行動を 制限する意味でも 自然利用の有料化は 必要であ る。 ( 国際共生・坂内 智洋 ) 

今上に登るのに 料金を支払わなければならないのは 一見筋違いのような 話であ る。 しかし、 有料化によって 自 

然を守ることができるのであ れば、 入山科徴収に 賛成であ る ( 国際共生・吉武郁代 ) 

金目 然 保護や環境保全という 視点に立てば、 入山者もあ る程度の経済的負担はやむを 得ないであ ろう。 ただし、 

その人山科の 使い道をはっきりさせ、 山の保全に使うことが 必要であ る。 ( 国際共生・大月健人 ) 

今私有であ れ、 国有であ れ、 山に人ること 自体、 山の自然を冒すことであ り、 山にとっては 大きな負担となる。 

入山者は山で 気分をリフレッシュできるのだから 料金を取られてもおかしくない。 ( 国際共生・山本倫子 ) 

金利用者の多い 山の自然を保つのにはコストがかかる。 特に ゴミ を登山道に捨てたり、 自然を荒らしたりする 

マナ一の悪い 利用者も少なくない 現状では、 その経費の一部を 入山者が負担するのは 当然であ るように思わ 
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れる。 ( 国際共生・両ユ 麻衣 ) 

今野外活動のためのフィールドであ る自然環境の 維持俺を利用者が 負担することに 異論はない。 環境維持費に 

ための募金として 考えれば苦にならないのではないだろうか。 ( 地球環境・永井礼子 ) 

金目然は人類の 共有財産であ り、 海に行ったり 上に行ったりするのに 料金を取られるのは 納得できないと 思、 っ 

たが、 アウトドア・プームの 中で自然が荒らされつつあ る今日、 トイレの整備や 道路の補修その 他、 自然環 

境維持のために 利用者がその 経文の一部を 負担するのも 必要であ るように思われる。 ( 国際共生・ 林 亜衣手 ) 

金 「レクリエーションの 森」の利用者数から 考えると、 その自然環境を 維持するのには 相当の経文がかかると 

思われる。 その経文の一部を「入山科」の 形式で徴収することがあ ってもよいと 考える。 

( 国際共生・山川美紀子 ) 

金 価格が上昇すれば 需要が減少するという 経済学の原則からいえば、 利用者数をコントロールするには「入山 

料 」を徴収するしかないといえる。 ( 国際共生・ 王珪珪 ) 

金環境維持、 自然の保安、 野生動物保証の 経文として賛成。 ( 国際共生・ 熊翔 ) 

金環境保証や 生態系の維持および 入山者数をコントロールする 方法として、 良いアイデアであ る。 

( 国際共生・ 李佳儒 ) 

今 「入山科」を 徴収すれば利用者は 減少する。 料金を取ることで 真の目 然 愛好者のみが 入山することになり、 

自然保証の視点からみて 妥当な方法ではないかと 思われる。 ( マルチメディア・ 平吹 沙織 ) 

0200 円程度の人山科であ れば環境整備の 経 寅 として徴収しても 問題はないと 考える。 入山科を支払うことによっ 

て 入山者が コ ミをだしても 構わないと認識することはモラルの 問題であ り、 入山料を払うか 払わないかとい 

う 問題とは次元を 異にする。 ( 体育・深沢久司 ) 

金利用者の出す コ ミなどで山の 自然は荒らされつつあ る。 一ホ一石運動も 行われているが、 その効果は小さい。 

山の目然を維持するにはお 金がかかる。 山を愛する人なら 入山料の徴収をわかってくれると 忠、 う 。 

( 国際共生・小原さやか ) 

今人山科で登山道の 整備などをしてほしいっ ( 地球環境・小川泰生 ) 

今 料金を支払うことになれば ゴミ を捨てたりすることも 少なくなることが 期待できる。 また、 自然に対する 典 

味や知識のあ る人のみが訪れるようになると 思われる。 入山料を財源にして 施設の整備などもできる。 

( 国際共生・川島面子 ) 

今人山科の徴収は 一時的には登山愛好家の 反発もあ るだろうが、 自然環境の悪化が 明らかな今日、 それを自然 

保証のために 使用するのであ れば徴収してもよいと 考える。 ( 国際共生・長浜みき れ ) 

今人山料の徴収は、 それぞれの山の 利用状況や管理状況によって 異なるが、 基本的に賛成であ る。 

( 国捺 共生・中村有香 ) 

[ 条件付賛成 ] 

0 基本的には入山料の 徴収に反対であ るが、 登山道の整備や 自然の維持管理のためには 俺用 がかかる。 遊びの 

値段としての 経済的合理性だけではなく、 人間の基本的権 利としての「自然享受 権 」という視点からの アプ 

コーチも必要と 思われる り ( 国際共生・三村勝洋 ) 

ウ 各地で自然破壊がすすんでいる 今日、 それらの補修整備のために 入山料の役 収 もあ る程度は必要と 思われる。 

このような状況をつくりだしたのは 私たち人間の 責任でもあ る。 これからは自然と 共生できるルールづくり 

や マナーを身に 付けることが 求められよ う 0 ( 国際共生・中村美由紀 ) 

金 飲料水にも明らかなように 今日、 自然は商品として 購入する時代になりつっあ る。 登山科も多少支払うこと 
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はやむを得ない。 このような状況は、 自然を大切にするモラルの 欠如が招いたものであ る。 ( 体育・佐藤 学 ) 

今 テニスやゴルフなどのスポーツには、 私 営 であ ればコート体などの 料金が徴収される。 しかし、 山の利用料 

はそれとは性格が 異なる。 造るときに費用がかかるわけではなく、 管理 寅 もそれほどではないと 思うからで 

あ る。 ただし、 維持のために 低料金の利用料は 取るべきであ ると考える。 有料化によって 利用者を少なくす 

ることができ、 自然の荒廃を 避けることができると 思、 ぅ からであ る 0 ( 国際共生・藤野育美 ) 

[ 反対意見 ] 

金 自然保護に費用がかかることは 理解しているが、 その経費を登山者に 負担させることには 疑問があ る 0 自然 

景親の美しさに 触れ、 オープンエア 一の中で身心をリフレッシュさせることは 人間の基本的権 利の一つであ 

り 、 「自然享受 権 」として国際的にも 確立している 権 利であ る 0 ( マルチメディア・ 松田 望 ) 

金 確かに自然環境を 維持するためには 経費がかかる。 しかしながら 山に登り、 自然の草花に 触れるのにまで 有 

料ィヒし 、 料金を徴収するというのには 違和感があ る。 ( マルチメディア・ 冨永久美子 ) 

金 入山料を徴収してそれを 山の美化に充当するという 考え方は、 方法として一理あ る。 しかしながら、 一方で 

それは山という 自然に触れるチャンスを 人々から奪うことにもなる っ ( 国際共生・日高大輔 ) 

金目 然 とは人々の生命・ 生存の原点であ り、 人類の「ふるさと」でもあ る 0 その「ふるさと」に 入るのに料金 

を 取られるのには 疑問があ る。 ( 国際共生・富田昌子 ) 

金 これまで入山料を 徴収せずに運営できていたのに、 なぜ今になって 料金を徴収しなければならないのか。 林 

野 庁は徴収に見合う 事業を行う能力があ るのだろうか。 国有林野財政の 赤字は既に明らかなよ う に独立採算 

制の導入と無定見な 外材輸入という 失政から生じたものであ り、 料金徴収という 発想は、 「遊園地」などの レ 

ジャ一施設とⅠ自然に 親しむ コ という自然公園法の 目的とを 同タ Ⅱ 祝 する考え方であ り、 容認できるものでは 

ナ % Ⅰ ト 0 ( マルチメディア・ 山形真弓 ) 

金 自然は私有物ではない。 自然に親しむことは 人間の権 利であ り、 料金を徴収すべきものではない。 もちろん、 

そうした自然を 大切に守っていくことは 人類共通の義務であ るが、 料金を徴収することがそうした 義務を履 

付 することを意味しない。 むしろ大規模な 自然開発のあ り方をはじめ、 個々人の自然利用のルールづくりこ 

そが大切であ る。 ( 国際共生・米津めかり ) 

金 自然保証のために 入山料を徴収するということは 一見もっともなことのように 思われるが、 清掃登山などの 

実践を積み重ねてきている 野外レクリエーション 愛好者にとっては 納得できない 問題であ る。 今日の自然 破 

壊 の 現 凶は登山者などの 自然愛好者ではなく、 むしろ大規模な 自然開発に傾斜した 公共事業のあ り方や林野 

行政の失敗に 求められる。 また、 自然を商品として 売る観光業者の「自然」の 取り扱い方にも 原因があ る。 

したがって、 今日の自然破壊の 問題は、 たとえばスキーヤーから 2 0 0 円の協力金を 徴収することなどによっ 

て解消されるような 性格の問題ではなく、 日本の政治や 経済、 文化のあ り方と深く関連している。 

( 国際共生・堀川香苗 ) 

ひたとえば、 「自然レクリエーションの 森」の利用者が 年間一億 4 千万人にもなるというように、 多くの国民が 

自然に親しんでいる 仝 日 、 自然の維持管理は 全額税金で賄うべきであ ると考える。 

( 国際共生社会・ 白石容子 ) 

今 ゴミなどは山の 利用者が持ち 帰ることが原則であ り、 利用者のモラルの 向上こそが大切であ る。 ゴミ処理の 

ために、 入山科という 料金を徴収することは 一見もっともたように 聞こえるが、 料金徴収によって 上がきれ 

いになるとは 思、 えない。 ( 国捺 共生・坂本直美 ) 

金山に登る人が 多いということは、 人々がそれを 求めているということだ。 環境を守るというのであ れは、 料 
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金を徴収することよりも 人々の自然への 接し方や、 モラルの向上を 図ることのほうがより 実効性があ るとい 

える。 ( 国際共生・塩崎麻子 ) 

金 確かに環境問題は 深刻化している。 しかし入山料を 徴収するとなると、 誰でも入れるはずの 山が私物化され 

ているよ う で違和感があ る。 環境問題と、 人々の自然を 楽しむ権 利の保障とは 分けて考えるべきであ り、 そ 

れは可能であ ると用、 う 0 ( 国際共生・黒川 T 則 ) 

金目 然 散策の延長として 気軽に登れた 山が有料化されるとなると、 山に行こうという 気持ちも遠のくと 思われ 

る 。 このようにすべてを 金銭の問題として 処理しようとすると、 自然と人間とが 共生するうえで 大切な何も 

のかが失われ、 かえって人々の 自然利用のモラルを 低下させてしまうように 思われる 0( 国捺 共生・立木昌子 ) 

W. 自然保証と受益者負担に 関する野外レクリエーションの 基本的スタンス 
一般にレクリ ニー ションは、 こころとからだを 再活性化させる 機能く revita Ⅱ zethespiritand 

thebody) をもつ活動とされるが、 野外レクリエーションとはそうしたレクリエーション 活動の 一 

つ として海や森林などの 自然に親しむ 自由時活動の 総称として規定できる。 問題は、 こうした野外 

レクリエーションが 自らの活動フィールドであ る自然の破壊に 手を貸しているという 現実にあ る。 

とはいえ、 野外レクリエーションが 自然破壊の問題に 無自覚であ ると断罪してしまっては 一面的に 

すぎるといえよう。 今日の野外レクリエーション 愛好者達は、 自然に対する。 low impact 

activities" をこころがけ、 自然保護運動にも 積極的に取り 組んでいる。 しかしながら 野外レクリ 

エーションは 自然に親しみ、 自然の持つ多様な 側面に触れる 活動をとおして 心身をリフレッシュ さ 

せる自由時活動であ って、 自然保護を直接の 目的とした活動ではない。 野外レクリ エーシ，ンの 自 

然保護に対する 基本的スタンスとは 決して無制限・ 無限定な自然保護を 主張するものではなく、 た 

とえば森林保護でいえばバックカントリーを 含めた活動フィールドとしての 自然保護であ り、 その 

活動フィールドの「自然 度 」 :Na も f 「 uralnessl) の適性を確保するという 範囲内にとどまるものであ 

る 。 

森林レクリエーションに 対する需要は 欧米諸国においても 1950 年代以降に著しいが 力、 各国とも 

オーバー ュ 一スによる自然破壊を 回避するために 森林利用のゾーニンバを 実施している。 ゾ一 ニン 

グを 例に野外レクリエーションの 自然保証に対する 基本的スタンスとはどのようなものかについて 

述べてみる。 

周知のように「自然環境保全法」 (1990 ・ 6.5 改正 肛は 、 原生自然環境保全地域・ 自然環境保全地 

域・都道府県自然環境保全地域の 指定に関する 事項があ り、 また地域制 ( 公用制限 ) をとる「自然 

公園 法 」では特別地域 (M 種 ・ 2 種・ 3 種 ) . 特別保護地区・ 海中公園地区・ 普通地域・集団施設 

地区を指定し、 自然公園の保護と 利用計画について 定めている。 しかしながら 日本の自然公園には 

行為規制のない 普通地域 ( 国立・国定 ) が約 50% を占め、 自然保護という 点からは法制上の 不備が 

指摘されているだけでなく " 、 「レクリエーションの 森の種類区分」との 関係も複雑であ るため、 

保証と利用の 関係が一元的に 区分されているアメリカの 例を参考にする (ORRC : Ou も d0or 

Recreation  Resources  Review  Commission  4)  ,1962) 。 ちなみに、 アメリカの公園制度は「営造物 

公国制」にカテゴライズされるとい           

クラス I 一 Hlg.h denSl も ;y reC 「 eatlonal a 「 eaS. 

一定の比較的狭いスペースに 多くの 不 Ⅱ 用 者が訪れる 0 アクセスも容易であ り、 施設 設 
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偏 もそれなりに 整備されている。 日本の例では 有名観光地の 自然景勝地などが 該当す 

る。 

クラスⅡ 一 General outdoor recreatlonal areas. 

クラス 1 よりも利用度の 低いロケーションであ り、 施設設備もハンドメイドのものが 

多い。 日本ではキャンプサイトやハイキンバ・ピクニックエリアが 該当する。 

クラスⅡ 一 National  env 廿 onmental  areas. 

自然に親しむ 野外レクリエーションにとって「自然 度 」にも恵まれ、 人で混雑するこ 

ともなく登山やカヌー、 渓流釣りやルースティックキャンピンバなどが 楽しめる。 

ラ ク ス IVV 一 UnlqUe natU 「 al a 「 eas 
自然景観に優れ、 動植物などの 学術的にも価値のあ る生態系が保持されており、 多人 

  数の利用が制限されるべきエリアであ る。 日本では尾瀬の 湿原などがこれに 該当する 

と 思われるが、 ビジター コントロールができないために 失われつつあ る自然といえよ 

つ ・ ラ ク @V-Pri Ⅲ tive areas 

原生の自然をそのまま 残しておこうとするエリア。 自然の推移にまかせ、 人工的な手 

は 加えない。 商業的な営利活動は 禁止され、 トイレ、 水場などの人工的な 施設はなに 

もない。 道路などのアクセス 手段もなく、 レクリエーション 施設もない。 

クラス W 一 Historlc and cultural sites. 

上高地に相当すると 思われるが、 これらの自然景勝地および 文化的遺産を 有する ェリ 

アは 常にクラス 1 に移行する運命にあ る。 

このように、 野外レクリエーションの 活動フィールドとなる 自然の態様は 多面的・重層的であ り、 

それぞれの自然が 切り離しがたく 結びついて一つの 自然を形成している。 野外レクリエーションは 、 

これらのすべての 自然保護に強い 関心をもつ。 たとえばクラス 1 やクラス V を欠いても野外レクリ 

エーションにとっては 魅力のない貧弱な 自然となる。 すな ね ち、 野外レクリエーションはキャンプ 

サイト以覚の 豊かなバックカントリーをも 含めた自然保護を 強く求める権 利を留保するものであ り、 

キャンプサイトにだけ 森林があ れば充分であ るというような 考え方は否定される。 高層ビルに囲ま 

れた代々木公園でのキャンピンバを、 われわれは野外レクリエーションの 範 時には含めない。 それ 

はキャンビンバのための 予備的活動であ り、 屋内スキ一場でのスキー 練習の域をでない 疑似的体験 

にすぎないと 規定する。 自然豊かなバックカントリーを 背景に、 大自然のもつ 多様な顔に接し、 そ 

の一部を利用する 非日常性にこそ、 野外レクリエーションの 本質があ るといえる。 

したがって自然豊かなバックカントリーを 保全するためには、 必要に応じて 原生自然保護地域へ 

の立入制限 ( 入山禁止・制限など ) も当然であ るとする考え 方に立つが、 同時に自然公物の 利用と 

保護の両立をはかる 行政の管理責任をも 強く求めるものであ る。 自然公物は行政の 私物ではない。 

国民から信託された 国民の共有財産であ り、 慈恵的に自然を 切り売りし、 無用な大規模林道開発を 

強行することなどは 絶対に許されない。 まして林野庁の 財政赤字を補填するための 利用料徴収であ 

れば、 それは国民の 自然利用を制限する「許認可権 」の濫用そのものといえるだろう。 利用料を徴 

収するのであ れば、 開発行政を見直し、 環境維持の負担区分をも 含めた自然保護についての 国家的 

戦略を示すことが、 納税者に対する 行政当局の当然の 義務といえる。 前節で紹介した 大学生の意見 
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分布にも明らかなように、 自然保護についての 行政の管理責任が 充分に果たされているのであ れば、 

自然公物の利用者として、 野外レクリ エーシ，ン 愛好者は「入山科」などの 応分の環境課徴金を 負 

担 するのに 蹄塔 することはないと い えよ う 。 ( 保健体育講座 ) 
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